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午前９時59分開会

会議に付した案件

○概要説明

総合政策部、商工観光労働部、教育委員会

１．産業人財育成・確保のための取組につい

て

○協議事項

１．委員会の調査事項について

２．調査活動方針・計画について

３．県内調査について

４．次回委員会について

５．その他

出席委員（11人）

委 員 長 岩 切 達 哉

副 委 員 長 日 高 博 之

委 員 徳 重 忠 夫

委 員 横 田 照 夫

委 員 濵 砂 守

委 員 山 下 博 三

委 員 右 松 隆 央

委 員 田 口 雄 二

委 員 新 見 昌 安

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 図 師 博 規

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 日 隈 俊 郎

総合政策部次長 松 浦 直 康

（政策推進担当）

総合政策部次長 鶴 田 安 彦

（県民生活担当）

総 合 政 策 課 長 重黒木 清

産 業 政 策 課 長 米 良 勝 也

みやざき文化振興課長 川 口 泰 夫

商工観光労働部

雇用労働政策課長 木 原 章 浩

教育委員会

高 校 教 育 課 長 川 越 淳 一

事務局職員出席者

政策調査課主幹 黒 木 誠

政策調査課副主幹 前 野 陽 子

○岩切委員長 皆さん、おはようございます。

それでは、ただいまから、雇用人財育成・確

保対策特別委員会を開会いたします。

まず、委員席の決定についてでありますが、

ただいま御着席のとおり決定してよろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、本日の委員会の日程についてでありま

すが、お手元に配付の日程（案）をごらんくだ

さい。本日は、委員会設置後、初の委員会であ

りますので、当委員会の設置目的に関する事項

として、総合政策部から産業人財育成・確保の

ための取り組みについて概要説明をいただきま
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す。その後に、調査事項及び調査活動方針・計

画について御協議いただきたいと思いますが、

このように取り進めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前10時０分休憩

午前10時１分再開

○岩切委員長 委員会を再開いたします。

本日は、総合政策部、商工観光労働部、教育

委員会においでいただきました。

初めに、一言御挨拶を申し上げます。

私は、この特別委員会の委員長に選任されま

した宮崎市選出の岩切達哉でございます。私ど

も11名がさきの臨時議会におきまして委員とし

て選任され、今後１年間、調査活動を実施して

いくことになりました。

当委員会の担う課題、雇用という問題につい

ては、過去にも議論を十分されてきているとは

思いますが、なお、課題は多いというふうに思っ

ております。その解決のために精一杯努力して

まいりたいと思っておりますので、どうぞ御協

力をよろしくお願いいたします。

それでは、座りまして、委員の皆様を御紹介

させていただきます。

最初に、私の隣が日向市選出の日高博之副委

員長です。

続きまして、皆様から見て左側から、都城市

選出の徳重忠夫委員です。

宮崎市選出の横田照夫委員です。

西都市・西米良村選出の濵砂守委員です。

都城市選出の山下博三委員です。

宮崎市選出の右松隆央委員です。

続きまして、皆様から見て右側から、延岡市

選出の田口雄二委員です。

宮崎市選出の新見昌安委員です。

宮崎市選出の前屋敷恵美委員です。

児湯郡選出の図師博規委員です。

以上で、委員の紹介を終わります。

執行部の皆さんの御紹介につきましては、出

席者配席表をいただいておりますので、省略し

ていただいて結構です。

それでは、概要説明をお願いいたします。

○日隈総合政策部長 おはようございます。総

合政策部長の日隈でございます。本日はどうぞ

よろしくお願いいたします。

きょうの特別委員会の関係でございますけれ

ども、委員の皆様、御承知のとおり、宮崎県も

全国と同様、人口減少社会の到来、そして、高

齢化の進展等、大きな課題を抱えているところ

でございます。今後本格的な労働力不足、ある

いは地域経済の縮小が懸念されるといった状況

になってきております。

このような状況の中で長期的視点に立って、

本県産業の振興につなげていくためには、魅力

ある良質な雇用の場の確保や本県産業の特性や

強みを生かした成長産業の育成等を通じまして、

次代を担う人財の育成・確保を図っていくこと

が重要であると考えているところであります。

総合政策部といたしましては、庁内各部はも

とより、市町村とも十分連携をとりまして、産

学金労官が一体となって、産業人財の育成・確

保に取り組んでまいりますので、岩切委員長を

初め、委員の皆様方の御指導、御支援をよろし

くお願いいたしたいと思います。

それでは、本日御報告させていただきます項

目について御説明いたします。
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お手元にお配りしております委員会資料の表

紙の下に目次ということで掲げております、ご

らんください。特別委員会から御指示のありま

した産業人財育成・確保のための取り組みにつ

いて、この１項目についてきょうは御説明させ

ていただきたいと思います。

説明のほうは担当課長から説明させますので、

どうぞよろしくお願いいたします。

私からの説明は以上でございます。

○米良産業政策課長 それでは、私のほうから、

産業人財育成・確保のための取り組みについて、

御説明いたします。

委員会資料の１ページをお開きください。

まず、１の取り組みの背景ですが、本格的な

人口減少社会が到来する中、真の地方創生を実

現するためには、本県産業の成長産業化を図る

とともに、若者の県内定着を促進し、宮崎の将

来を担う産業人財を育成・確保していくことが

喫緊の課題となっております。

このことから、２の（１）「みやざき産業人財

育成プラットフォーム」の設立でありますが、

宮崎で働くことについて、若者へ意識づけを図

りながら、宮崎の高校・大学から優秀な人材を

確保することについて、企業の意識醸成を図る

ことなどを目的といたしまして、人材の育成・

確保を図る上での課題の掘り起こしや取り組み

方針の決定・共有等を行います、プラットフォ

ームを平成28年４月に産学金労官連携のもとに

設立をしたところであります。

構成機関は、②にありますとおり、商工・農

業関係団体、県内高等教育機関、金融機関、労

働団体、県の県内13機関で構成をされておりま

す。

恐れ入りますが、１枚おめくりをいただきま

して、資料の３ページをごらんください。

プラットフォームの各構成機関の役割を整理

しております。まず、中ほど、左側の産、産業

界でございますけれども、企業は、インターン

シップ等の積極的な受け入れや魅力ある職場環

境づくり、産業団体は、加盟企業への人材育成

事業への参画への呼びかけや人材育成プログラ

ムの実施・提供などに取り組んでいただいてお

ります。その右側、学ですが、地元への誇りや

愛着心を育み、また、地元の企業を知るための

地域に視点を置いたキャリア教育の推進、地域

や企業との連携を深める事業の実施などに取り

組んでいただいているところです。

次に、下の段になりますが、金、金融界では、

人材育成プログラムの実施・提供や県内の経済

事情等の情報提供、その右の労、労働界では、

働きやすい職場環境改善の提案など、そして、

官では、インターンシップや就職説明会など、

若者定着のための各種事業の展開や県域全体で

の環境の整備、関係機関の調整などを担ってい

るところでございます。

恐れ入ります。資料の１ページにお戻りくだ

さい。

県では、これまでも、このプラットフォーム

を基盤として、さまざまな取り組みを行ってま

いりました。

中ほどの（２）の産業界や大学等との連携に

よる主な取り組みの、まず、①各種インターン

シップの実施でありますが、県内企業や県・市

町村が毎年大学等の夏季休業期間中に実施をし

ております、１～２週間程度の就業体験を行う

短期インターンシップや企業が有する課題の解

決策等を検討する実践的なプログラムを実施す

る課題解決型インターンシップのほか、起業人

材やグローバル人材を育成するためのプログラ

ムを実施いたしまして、若者たちに県内企業を
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知る機会を提供しております。

次に、②の「ひなたＭＢＡ」（みやざきビジネ

スアカデミー）による人材の育成であります。

県内企業の成長促進と良質な雇用の確保に向

けては、企業を支える人材の育成が急務であり

ますことから、県、経済団体及び金融機関等が

連携をいたしまして、業種にかかわりなく必要

とされるビジネススキルの習得支援を目的とい

たしまして、社会人向け人材育成プログラムを

体系的に整理し、提供しているところでありま

す。

昨年度は、全体で58プログラムが実施された

ところであり、多くの県内企業に社内研修の一

環として、このプログラムを活用していただい

ております。

次に、③ですが、県内で就職した若者に対す

る奨学金の返還支援を昨年度からスタートさせ

ております。県内の奨学金の返還支援に取り組

む企業と連携いたしまして、その県内企業に就

職をした若者が、大学等在学中に貸与を受けま

した奨学金について、４年制大学であれば100万

円を上限に要返還額の２分の１を支援するとい

うものであります。

資料の右側、２ページをごらんください。

３の「産業人財育成・確保のための取組指針」

の策定等であります。

県では、これまでもさまざまな取り組みを進

めてきたところですが、人材確保につきまして

は、依然として厳しい状況が続いておりますこ

とから、現状と課題を改めて整理、分析をしま

して、関係機関が連携して進めていく取り組み

を体系的に取りまとめました「産業人財育成・

確保のための取組指針」を昨年末に策定したと

ころであります。

指針の内容につきまして、別冊で配付をして

おります資料に基づいて御説明をさせていただ

きたいと思います。別冊の資料でございます。

表紙から２枚おめくりをいただきまして、１

ページをごらんください。

本県における人材の育成・確保の現状及び今

後の課題であります。

国立社会保障・人口問題研究所によりますと、

本県の人口は、昨年９月現在で約109万人であり

ますが、2030年には99万人、2040年には90万人

程度に減少すると推計されております。なお、

この３月に新たに発表された同研究所の最新の

報告によりますと、2040年には87万人と、さら

に厳しい推計がなされているところでございま

す。

次に、３ページをお開きください。

（３）の本県の社会動態の推移とその要因で

あります。

本県の社会減につきましては、15歳から24歳

の世代での転出超過が大きく、特に、進学、就

職時の転出超過、具体的には、18歳、20歳、22

歳での転出超過が大きくなっております。

次に、４ページをごらんください。

（１）の産業別の就業状況ですが、全体の就

業者数は、平成27年は51万9,210人と、10年前と

比べて約6.1％減少しております。下のグラフに

なりますが、産業ごとに見ますと、農林水産業

や建設業、製造業、卸売業・小売業が大幅な減

となっており、一方で、医療・福祉業や情報通

信業では増加しております。

次に、６ページをごらんください。

３の学卒者の就職及び離職状況を記載をして

おります。

（１）にありますとおり、新規高卒者の県内

就職率は、改善の兆しはあるものの、全国最低

レベルにありまして、また、就職後、３年以内
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の離職率も、全国平均より高い状況となってお

ります。

右側、７ページでございますが、（２）の就職

に関する意識ですが、県内高校生の約５割、県

内大学生等の約４割が県外で就職したいと考え

ているようであり、その理由としては、いずれ

も県外で生活したいからのほか、県外企業のほ

うが給料などの条件がよさそうだからや、県内

に働きたい企業・職種が少ないからという意見

が多数を占めております。

続きまして、８ページをごらんください。

（３）の離職理由ですが、就職後３年以内に

離職した理由について、高卒者、４年制大卒者

いずれも、実際に働いてみると、仕事が自分に

合わなかったという理由が最も多くなっており

まして、早期離職を防ぐには、インターンシッ

プや企業説明会の充実など、ギャップを埋める

ための取り組みが重要であると考えております。

10ページをごらんください。

（２）の県内企業の人手不足の状況でありま

す。昨年度の調査データでありますが、記載の

とおり、かなり不足、またはやや不足と感じて

いる企業が約７割となっております。

その下の５の給与月額、初任給の状況ですが、

給与月額の水準は全国43位であり、全国平均と

比べると約４万円弱低く、初任給につきまして

も、全国平均と比べますと、１万7,000～１

万8,000円ほど低くなっております。

右側の11ぺージをごらんください。

県内で働くことのメリットを記載しておりま

す。本県は、物価水準が全国で２番目に低く、

通勤・通学時間も２番目に短いという状況にご

ざいます。また、内閣府が公表しました、「地域

の経済2017」によりますと、下のグラフにあり

ますとおり、居住コストは下から３番目、通勤

にかかるコストは全国で一番低くなっておりま

す。

続きまして、12ページをごらんください。

７の県内大学・短大への県内進学の状況であ

ります。

県内の高校生のうち、30％前後が県内の大学

等へ進学しており、また、県内の大学等の入学

者のうち55％前後が県内高校出身者となってお

ります。

県内就職者をふやすためには、まず、県内大

学等への県内進学率を向上させることも重要な

取り組みの一つであると考えております。

その下、８の県外流出を抑制した場合の労働

力供給想定ですが、仮に、新規高卒者と新規大

卒者の県内就職率を県の総合戦略で設定しまし

た目標値に引き上げた場合、約500人の労働力が

供給されることになります。人材確保が厳しい

状況が続く中、県内就職者をふやす取り組みを

加速化させることが大変重要であると考えてお

ります。

以上のような、現状と課題を踏まえまして、

今後、どのような取り組みを推進していくの

か、13ページ以降に記載をしておりますが、本

日は、お手元にＡ３カラーの概要版を準備いた

しましたので、こちらで御説明をさせていただ

きたいと思います。

まず、左側になりますが、ただいま御説明を

しましたようなさまざまな課題に対応していく

ため、「次代を担う人材が育ち、働きたい場所と

して選ばれるみやざき」を目指す姿といたしま

して、これを実現していくために、その下に記

載しておりますけれども、「みやざきを理解し、

みやざきの将来を担う人材の育成」、「働く場所

の魅力向上」、そして、「『みやざきで暮らし、

みやざきで働く』良さの創出とＰＲ」の３つの



- 6 -

平成30年５月21日（月曜日）

取り組みの方向を設定しております。

具体的な取り組みについて、右側のほうに記

載をしておりますが、まず、１つ目、「みやざき

を理解し、みやざきの将来を担う人材の育成」

でございます。若者の県内定着を促進するため

には、ライフステージに応じた人材の育成が重

要であると考えております。

まず、（１）地域に視点を置いたキャリア教育

等の充実では、早い段階からの宮崎で働くこと

への理解や意識づけなど、ライフステージ全体

で切れ目のない産業人財の育成を展開するもの

あります。

（２）県内高等教育機関等による特色ある人

材育成では、宮崎で学ぶ場の魅力向上を図り、

県内進学率の向上による産業人財の育成と卒業

後の県内定着等を促進するものであります。

（３）インターンシップ等の拡大と多様化で

ありますが、学生にインターンシップや企業ガ

イダンスなど、県内企業を知る機会を提供する

取り組みなどの充実を図るものであります。

中ほど２つ目の「働く場所の魅力向上」であ

ります。労働環境等を整備することにより、県

内企業の魅力そのものを向上させるための取り

組みであります。

（１）若者にとって魅力ある労働環境の整備

でありますが、宮崎が働きたい場所として選ば

れるため、若者が就職先を選択する上で重視す

る初任給や福利厚生などの労働環境の改善を目

指した取り組みを進めるものであります。

（２）社会人の学びの場の充実は、若者から

見て、魅力ある社会人教育の場の提供や広い視

野や戦略性などを有する人材の育成に取り組む

ものであります。

（３）女性や高齢者等の多様な人材が働きや

すい職場環境づくりは、女性や高齢者、さらに

は外国人などの活用を進める企業等を支援する

ものであります。

３つ目の「『みやざきで暮らし、みやざきで働

く』良さの創出とＰＲ」でございます。「みやざ

きで暮らし、みやざきで働く」良さを創出し、

それを効果的にＰＲしていくことで、県内就職

に対する意識を向上させるための取り組みであ

ります。

まず、（１）若者にとって魅力ある産業づくり

は、宮崎から世界に挑戦する企業などへの支援

や新たにベンチャー等を立ち上げるようなチャ

レンジマインドの醸成などを進めるものであり

ます。

（２）宮崎の魅力のＰＲは、宮崎で暮らすこ

とに対する魅力そのものをＰＲするとともに、

都市部の在住者に対する情報の提供体制を整備

するものであります。

（３）県内就職に対する価値観の向上は、県

外志向が強い中で、本人はもとより、保護者や

教育関係者に対しまして、県内就職のよさや意

義についての啓発を行い、県内就職に対する価

値観の向上を図るものであります。

（４）県内企業の魅力発信及び情報提供のた

めの仕組みづくりでは、学生等に対し、県内企

業の魅力を発信するとともに、その情報がしっ

かりと学生等に届く仕組みづくりを進めたいと

考えております。

資料の左下のほうになりますが、本指針につ

きましては、産学金労官で構成いたします産業

人財育成プラットフォームを基盤といたしまし

て、指針全体の進捗管理やフォローアップを行

いますとともに、教育関係者と産業界、そして、

行政の実務者が労働環境整備や人材確保の見通

しなどについて意見交換や情報の共有化を図り

ます実務者レベル会議において推進することと
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しております。

恐れ入ります。委員会資料の２ページにお戻

りください。

ただいまの指針を踏まえた今後の取り組みで

あります。

（２）のところになります。産業人財の確保

・育成に関しましては、これまでも、先ほど御

説明をしましたとおり、各種インターンシップ

やひなたＭＢＡなど、さまざまな事業に取り組

んできたところでございますが、依然として厳

しい状況が続いておりますことから、取り組み

指針に基づきまして、より一歩踏み込んだ緊急

対策事業等を展開することとしております。

まず、①の産業人財育成・確保緊急対策事業、

予算額668万2,000円でございます。

アの女性の県内定着対策ですが、本県では、20

歳代前半におきまして、男性に比べて女性の県

外流出が多くなっておりますことから、ひなた

女子就職応援セミナーの開催など、女性をター

ゲットとした取り組みを実施するものでありま

す。

イの「みやざきで暮らし、みやざきで働く」

気運の醸成では、産業人財育成プラットフォー

ムを構成する関係機関が連携して、保護者や学

生、教育関係者を対象としたセミナーなどの啓

発活動を行うほか、ＳＮＳを活用し学生等への

効果的な情報発信に取り組む予定としておりま

す。

このほか、ウ、エに記載しておりますとおり、

若者の県外流出の要因等についての調査分析や

教育関係者と産業界の実務者が労働環境のあり

方等について協議・意見交換を行います次年度

採用対策会議の運営等に取り組むこととしてお

ります。

次に、②のその他関連事業といたしまして、

県外の若者に対して県内就職の働きかけを行う

「産業人財掘り起こしコーディネーター」を東

京と福岡に配置いたしますとともに、インター

ンシップの多様化・拡大や受け入れマニュアル

の作成・提供、より実践的な人材確保策を学ぶ

セミナーの開催など、企業支援のための取り組

みについても実施することとしております。

恐れ入ります。資料を１枚おめくりいただき

まして、４ページをごらんください。

今回の緊急対策事業等を初めとする産業人財

育成・確保のための取り組み全体を一覧にまと

めたものであります。網掛けの取り組みが、今

回新たに取り組む緊急対策事業等になっており

ます。（小中）高校生や大学生等の取り組みのタ

ーゲットを横軸に、指針に定めました３つの取

り組みの方向性を縦軸にとっております。

まず、表の下のほうになりますけれども、本

県における産業人財育成・確保のための取り組

みにつきましては、プラットフォームを基盤と

しながら、次年度採用対策会議の開催や若者の

県外流出の要因と調査分析にしっかりと取り組

みながら、表の左側になりますけれども、（小中）

高校生では、ふるさとや県内企業の魅力を伝え

る地域に視点を置いたキャリア教育の推進や、

各高校の進路指導担当教員に対し、県内企業の

求人情報等の提供を行う「就職支援エリアコー

ディネーター」等の配置に取り組んでおります。

大学生等につきましては、多様なインターン

シッププログラムの提供や、女性や県外人材を

ターゲットとした取り組みのほか、引き続き、

奨学金の償還支援にも取り組むこととしており

ます。また、社会人につきましては、これらに

加えまして、ひなたＭＢＡによる人材育成にも

取り組んでいるところでございます。

今後は、産学金労官のより緊密な連携のもと、
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今回の産業人財育成・確保のための緊急対策事

業を初めといたします若者の県内定着を目的と

したさまざまな取り組みを実施することにより、

指針の目指す姿であります「次代を担う人材が

育ち、働きたい場所として選ばれるみやざき」

を実現し、宮崎の将来を担う産業人財の育成・

確保につなげてまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

○岩切委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がございましたら、御発言をお願

いします。

○右松委員 高卒の県内就職率の改善が見られ

てきておりますので、高校への対策も含めて努

力されていることは一定の評価をさせていただ

きたいと思います。その上で幾つか伺いたいん

ですけれども、一つは、人手不足という観点が

あろうかと思いますが、もう一方で別の見方を

すると、なぜ県内就職率が低いのかと考えたと

きに、先ほど、産業政策課長のほうからいろい

ろと説明がありましたが、労働環境の部分、賃

金も含めて、そういった部分、それから、そも

そも働く企業の数がやっぱり少ないと。それか

ら、やはり、それに加えて、魅力ある働く場所

をどういった形でつくっていくのか。そういっ

た意味では、受け入れる側といいましょうか、

時間はやっぱりかかりますけれども、結局、企

業の成長促進、こういった部分で受け皿づくり

をしっかりつくっていかなければいけないとい

うふうに思っています。

そういった中で、県のほうで、先ほど言った

産業人財育成プラットフォームによる支援、そ

れと、もう一つ、企業成長促進プラットフォー

ムによる支援というのを行っております。この

両方でやっぱりやっていかないと。受け皿をしっ

かりつくり、県内企業の成長促進をしていくよ

うな取り組みを進めていく必要が大事だと思っ

ています。

そういった中で、少し数字を出させていただ

きますと、本県の全企業数は、九州８県の中で

６位に位置しておりまして、１万4,789社という

ことになっています。それより少ないところが

長崎で、ほとんど同じなんですが、１万4,783社、

それから、佐賀県が、大分下がりまして１万2,357

社ということになっています。宮崎県は、九州

８県の中では６位ということでありますが、そ

の中で売上高10億円以上の企業を見ていく中で、

売上高が10億円から50億円が、８県中で７位と

なっています。長崎県は、160社で宮崎よりかは

多いんです。最下位の佐賀県に関しましては、

売上高が1,000億円以上の企業が、宮崎県はゼロ

ですけれども２社ございます。本当に時間がか

かりますけれども、一応県としてもそういった

プラットフォーム、これもやっぱり産学金労官

の一体となった取り組みの意義というのをしっ

かりと見出していく必要があるのかなと思って

います。

その中で、目指す成果として、平成30年度、

もう今年度でありますが、産学金労官が一体と

なったプラットフォームによって支援企業が100

社と、それから、売上高が新たに10億円以上に

成長した企業が５社、それから、売上高が新た

に５億円以上に成長した企業が３社ということ

に、一応こういった目標設定もされております。

ということは、進行管理もいろいろされている

と思うんですが、産業人財育成で総合政策部、

そして、企業成長促進で商工観光労働部が一体

となって取り組んでいかないといけないという

ふうに思っています。そういった中で、企業成

長促進に関してのプラットフォームの部分での

今の進捗状況をちょっと教えてもらうとありが
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たいなと思っています。

○米良産業政策課長 申しわけありません。細

かい数字をちょっと今手元に持ち合わせており

ませんけれども、産業の振興につきまして、商

工観光労働部を含め、農政水産部でありますと

か、県庁各部が連携をして今取り組んでいると

ころでございます。特に、私どものほうでは、

フードビジネスを中心とした成長産業の育成と

いうことで、国の補助金等も活用しながら、現

在さまざまな取り組みに取り組んでいるところ

でございます。

○右松委員 そこの部分はぜひとも商工観光労

働部とも連携をしながら、やはり、ピンポイン

トでは、工業系の高校の卒業生の県外流出がやっ

ぱり多いわけですから、そういったところで、

本当に県内就職率を上げるためのピンポイント

的な政策と、やっぱり中長期的で、ちょっと時

間かかりますけれども、受け皿をしっかりつくっ

ていくと。実際、成長企業の発掘であるとか、

それから、技術開発、資金面での、あるいは販

路拡大など、総合的な支援を行う、こういった

部分についてしっかりと政策を立てておられま

すので、プラットフォームでさらにこのスケー

ルメリットを生かした、そういう取り組みを、

ぜひとも人材育成と受け皿のほうと、両方やっ

ぱり今後進めていってもらいたいというふうに

思っております。

○米良産業政策課長 繰り返しになりますけれ

ども、産業界につきまして、商工観光労働部中

心にさまざま取り組んでおりますけれども、今、

私どものほうでも、企業のレベルを上げていく

というような意味でも、ひなたＭＢＡでの企業

人材の育成でありますとか、レベルアップ、そ

ういったことにも取り組んでおりますし、また、

奨学金の返還支援制度等もスタートをさせまし

て、企業の魅力の向上ですとか、そういったと

ころにも今取り組んでいるところでございます。

○右松委員 この取り組み指針の概要の中に、

若者に魅力ある産業づくりであるとか、いろん

な形でやっぱりこれはもう一体となっています

ので、ぜひとも、そこは一緒に進めてもらうと

いいかなと思っています。

○横田委員 最近、日機装とかキヤノンとか久

々に大型企業の誘致ができたわけですけれども、

既存の県内企業の中には、限られたパイの中で

の奪い合いになるということで、マイナスにと

られている向きがあるような気がするんです。

でも、本当はそうじゃないんじゃないかなと思

うんですけれども、県内で働く場を確保するこ

とで、県外に流れていくはずの若者をとどめた

りとか、ＵＩＪターンとかで、県外からまた県

内に帰ってきてもらうとか、そういった方向に

持っていくための企業誘致だったと思うんです。

確かに、日機装とかキヤノンとか、ああいう

大型企業は給料とか処遇とかも本社並みとかい

うふうなことも聞いていますので、そういった

ことを考えると、既存の県内企業も大変厳しい

ところがあるんじゃないかなとも思うんですけ

れども、この働く場所の魅力向上ということで、

労働環境の整備とか書いてありますが、やっぱ

り既存の企業も、できるだけ県外の企業に給料

とか処遇を近づける努力をしていってもらわな

いと、いつまでたっても、上のほうにはいけな

いんじゃないかなと思うんです。

この企業支援セミナーの開催とかありますけ

れども、ぜひそういったセミナーのときに、既

存企業に対してのそういった意識づけというか、

そういうこともすごく大事なことじゃないかな

と思うんですけれども、いかがでしょうか。

○日隈総合政策部長 横田委員おっしゃるとお
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りでありまして、若者の県内定着を図っていく

ためには、まず県内就職率を高めていくという

こと、そして、ＵＩＪターン、特にＵターン、

これをしっかり図っていくこと。そのためには、

企業自身の魅力と、そして、雇用環境をやっぱ

り改善していかなくてはいけないのかなという

ふうに考えています。

ちょっと例えばデータで申し上げると、国民

所得、県民所得という計算があり、手元に平成27

年度の数字があるんですが、国民所得の伸び率

が2.7、宮崎がやっとそれを超えて3.4伸びてい

るんですけれども、ただ、分配においては、雇

用者報酬はわずかに0.4の伸びしかない。全国で

は1.5伸びているんです。分配も、全国平均でい

くと68％ぐらい、いわゆる従業者というか分配

しているんですけれども、宮崎県は65.2％。ど

ういうことかというと、正直申し上げると、中

小企業が多いんですが、企業さん、法人さんの

ほうの実は内部留保が多くて、雇用者への分配

が少ないというのがこれまでの現状だったと思

います。

ところが、これから人口減少の問題もあって、

やはり、労働力を確保していくということが至

上命題でありまして、黒字経営で労務倒産とい

うことも考えられるわけですから、お話にあっ

たように、既存の企業についても、中小企業が

多いかとは思いますけれども、やはり、雇用環

境をしっかり整備していくということ、そして、

みずからの企業自体が魅力ある企業に成長して

いくこと、それが語れる企業でないと人は来な

いという時代になってくるのかなと思います。

そういうことで、我々のほうも、いろんな機

会で企業のほうにもお話して、御自身の問題、

そして、自分のところの従業員を大切にすると

いうことを打ち出していかないと、なかなか人

が来ない時代だということを訴えているところ

であります。

今後ともこの取り組みは続けていきたいとい

うふうに考えています。

○横田委員 人が来ないと言うばっかりでもだ

めだと思うんです。やっぱり企業がそれなりの

努力をしていくというのは、すごく大事なこと

だと思いますので、ぜひよろしくお願いいたし

ます。

○岩切委員長 ほかに御質疑、意見はございま

せんか。

○新見委員 なければ、ちょっと私の中の言葉

の整理をするために確認をさせていただきたい

んですけれども、このきょういただいた資料、

また取り組み指針等を見ても、宝の人財、この

言葉を、その二文字だけで、宝の人財だけで使っ

ているところは一切なくて、必ず頭に産業人財

と、これ四文字で一つの文字が構成されており

ます。それ以外の人材については、全部従来の

材料の材とされておりますが、プラットフォー

ムを成立した２年前とか、去年の年末の指針の

策定の時に説明があったのかもしれませんが、

ちょっと私それを忘れましたんで、もう一回皆

さん方にとってのこの産業人財という定義を教

えていただきたいなと思っています。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 多少

計画なりそういったものにかかわってきたとこ

ろがあるもんですから、そういったところで、

私の理解で申し上げますと、一般的には、きへ

んの人材の材についていうのは、通常の人とい

うことではあるんですけれども、人口減少とい

うのがもう目に見えてきているというふうな状

況が10年前ぐらいからあったわけですけれども、

そういう中で、やはり人がしっかりその能力を

伸ばしてもらって、それから、それぞれの夢を
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実現してもらっていく中で、社会全体が伸びて

いくというようなものをつくっていきたいとい

うふうな意味で、やはり、人というのが一番の

ベースにある宝だというような考え方で、そう

いう宝の人財というものを使っているというこ

とでございますので、こういうふうな局面で、

なかなか一人一人の力というのが、やはりしっ

かり発揮されるということが重要であるという

ような意味合いを込めた言葉というふうに御理

解いただければありがいたいと思います。

○新見委員 わかりました。我々のこの特別委

員会は、雇用人財、宝の人財でございます。こ

の１年間、しっかりこの宝を育てるような思い

で我々委員会としてもやっていくべきかなとい

うふうには思います。

○田口委員 私も本会議で何度か質問したこと

があるんですが、宮崎県の休廃業がやっぱり毎

年400社近くあって、ほとんどワーストに近い。

その休廃業している要因は何かというと、要す

るに後継者不足とか、先ほど部長が言われたよ

うに、会社の中身はいいのに、後継者がいない

とか、先を悲観してもうやめるというのが非常

に多くて、今ちょっといろいろ対策で、いろい

ろマッチングしながらやっていただいているよ

うですけれども、やはり、もともと新規の企業

を持ってくるのも非常にありがたいんですが、

やはり県内の企業に元気を出してもらう、それ

には人材不足というのは、本当に非常に深刻な

問題で、実はこの間、インドネシアのジャカル

タに行ってきたんですが、行った先のもと校長

先生は、理事長はもともと宮崎出身の方でして、

インドネシアの若い人たちを研修員みたいな形

で宮崎にかなり送り込んでおりました。ちょう

ど行ったときに若い子たちがいて、この子たち

はもうちょっとしたら、門川町の水産業に行き

ますと。それから、もうちょっと多い子供たち

は、都城のほうの農業関係のところに行くとい

うことで、かなり来てくれているんです。昨年、

特別委員会で行ったベトナムでは、建設現場の

技術員を養成して、もう既に何十人も送ってい

るけれども、そのうちの半分ぐらいは宮崎に来

ているような状況でございましたので、もう今

外国から人を頼らにゃもういかん状況なのかと、

そういうのを目の当たりにして、これ本当に深

刻だなと。ただ、ベトナムの子たちも、インド

ネシアの子たちも、やっぱり日本に来るのに非

常に憧れを持っていました。

そういう意味では、一時的にはそういうふう

な形で頼ってもいいんですけれども、やはり、

県内の企業が残っていくようなことを真剣に考

えていかなくてはいかんのかなと。もちろんい

い企業を誘致するのも大事です。

例えば、日機装の中途採用で最初に採用した

人たちの３割ぐらいは、宮崎からよそに就職し

ていたのに、日機装という会社ができたので帰っ

てくると。そういう意味では、魅力ある会社も

必要でしょうし、今ある企業をきちっと存続さ

せていくような、そんな手だてをしっかりとやっ

ていただきたいと思っておりますが、もうその

あたりのちょっと、既に取り組んでいますけれ

ども、休廃業の関係はどれぐらい今うまくでき

上がったのか、状況がわかれば、ちょっと教え

ていただきたいんですが。

○重黒木総合政策課長 休廃業の関係です。

ちょっと数は今持っておりませんけれども、取

り組みとしては、商工観光労働部のほうになる

んですけれども、事業承継の取り組みを、今一

生懸命コーディネーターを置いたりとか、おっ

しゃるように、マッチングシステムとかを置い

てやっているというのが実情だと思っておりま
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す。

金融機関の方々とよくお話する機会があるん

ですけれども、やはり宮崎にたくさんいい企業

はあるんだと。ただ、その中で残したいと、金

融機関から見てもずっと残したいという企業の

うちの４割ぐらいは、もう後継者がいなくて、

なかなか事業承継ができないんだというふうな

お話をよく伺っておりますので、ひなたＭＢＡ

の取り組みの中でも、取り組みの目的の一つに、

事業承継ができる人材づくりというのもござい

ますので、そういった若手の方々とうまくマッ

チングさせて、いい企業がしっかり残っていく

ような仕組み、これを商工と連携しながら取り

組んでいきたいというふうに思っております。

○田口委員 先ほどちょっとベトナムとインド

ネシアの話をしましたけれども、そこでもちょっ

と心配なのが、実は給料とかそういう待遇が、

日本よりいいところが出てき始めているんだと。

そうなると、まず日本にというよりも、中国と

か韓国とか、そっちの対象になって、そういう

補完的に来てもらっている人たちも、日本に魅

力を感じなくなってしまったら、これはもう、

先ほどの事業承継の話ですが、非常に厳しくなっ

てくると思うんです。

そういう意味では、やはり県内の企業の、も

ちろん先ほど内部留保がどうのこうのと言いま

したけれども、やはり人材という面では、企業

の皆さんもしっかりともうけたものは、社員と

かそういう人たちに届けていくような、そうい

う対策をしっかりと進めていただきたいと思っ

ております。

○山下委員 10年ぐらい前というのは、医師不

足というのが、人材不足ということで、社会的

な大きな課題だったんですが、もうそれから、

看護師、介護、もう全ての産業で今日人手不足

ということが大きな社会問題となってきている

んです。私たちもずっと地域を見る中で、やっ

ぱり何を言ったって、一番大きな原因というの

は、戦後の団塊世代が65を過ぎて、結局70前後

になってきたということ。この人たちは、もう

第一線からリタイアしたということが、一挙に

人材不足というのがここ数年でふき出してきた

んだろうなと思うんです。皆さん、もう体力の

続く限り、団塊の世代が頑張ってきたと思うん

ですが、もう一挙にやっぱり、我々の同世代で

すから、もうみんなリタイアしていったと。

我が宮崎県としても、そういう中で、やっぱ

り対策というのが講じられなかったと、これが、

今日の大きな深刻な問題だろうと思うんです。

それと、もう一つ大きな課題というのが、幾

ら若者を、学校がもう定着を求めてやろうとし

ても、今の若者の就職の第一条件というのは給

与じゃないんです。やっぱり休みが欲しい、定

時の８時５時であるか、面接とかでそこを聞い

てくるんです。もう給与がその次だと。

私は、じゃあそのことをどのように解決して

いけばいいのか。もう今は、暦の休みが120日ぐ

らいあるでしょう。確実にそれだけの休みがと

れる企業はどれぐらいあるのか、そして、８時

５時という企業がどれぐらいあるのか。そのこ

との問題整理をしていかないと、今の若者が定

着するための条件というのは何なのかと。その

分析をどのようにして、じゃあその問題をどう

クリアしようかということの議論がなされてい

るのか、そのことをちょっとお聞きしたいと思

います。

○米良産業政策課長 今、医療、介護というお

話もございました、若者というお話もございま

した。先ほど来御説明をしておりますプラット

フォームでありますとか、県庁の内部はもちろ
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ん全庁的にですけれども、外の民間の企業等も

含めまして、さまざまそういったお話、意見交

換もしているところでございます。

おっしゃるとおり、非常にそういった面での

厳しい状況とかもありつつ、なかなか企業の事

情等も踏まえますと、簡単に給料も上げられな

いといったようなことも、お話としては聞いて

いるところでございます。

そういった中での取り組みということになり

ますので、非常に厳しいところではあるんです

けれども、人材の育成ですとか、企業のレベル

アップですとか、そういったことを図りながら、

業績につなげていき、そういったところでの給

料の改善ですとか、福利厚生含めた職場環境、

勤務条件等の改善、そんなところにつなげてい

けるように、また取り組んでいきたいというふ

うに思っております。

○山下委員 結局、以前は、会社に入ったら、

この会社のために、残業でも何でも、土日でも

頑張らないといけないという姿勢のもとで、やっ

ぱり企業のために頑張ろうと意欲がある世代が

ずっと来たと思うんです。今そういう人たちが

少なくて、例えば、いろんな産業で若者が入っ

てきて、２年、３年は、現場をしっかりと教え

て、そして、ある程度の知識、技術を高めてか

ら、やっぱり段階的に上げていこうという会社

の経営方針があったんです。

今、いろいろ企業さんから聞くと、ある程度

資格を持った人たちが来ると、私はこの国家試

験を生かすためにここに来たんだと。こんな現

場仕事をこれだけするということは、僕は目的

じゃありませんでしたと、それで一つはやめて

いくというんです。

だから、企業に対する、きょうは教育委員会

もおいでですから、やっぱり企業とのマッチン

グなどいろいろやられている。やっぱりそこ辺

から、若者にもある程度の教育をしていかない

と、結局、都会のほうがどういう条件を出して

いるかわかりませんが、非常に宮崎県の特異的

な産業形態としては、ある程度、やっぱりそこ

辺まで職場に対する認識もしていかないと、も

う企業側も非常に使いづらいと、そういう悩み

もあるようであります。

それと、やっぱり女性の働く場所、結婚して

子供ができる。そして、ある程度、１歳、２歳

になってくると、やっぱり生活のために働かな

いといけないという家庭がふえて、なかなかそ

ういう若い女性が働く時間というのが、子供が

いつ病気になるかわからないから、ある程度、

若い女性たちも働く意欲、それを受け入れてく

れる企業の体制のあり方、この辺も必要だろう

と思うんです。ぜひその辺もテーマとして、企

業との連携をしっかりとっていただくとありが

たいと思っています。

それと、10ページのほうに、資料を出してい

ただいている中で、県内企業の人手不足の状況

についてデータが出ているんですが、特に不足

感がないというのが、私が先ほど言った、暦ど

おりの休みがとれている事業者なのか、どうい

う分析をされているのか、このデータをちょっ

と教えていただくとありがたい。どういう企業

体だったのか。

○木原雇用労働政策課長 これは、昨年でござ

いますけれども、平成29年の７月１日を調査基

準日にしてやった調査でございます。回答企業

数は、県内の商工会議所連合会あるいは商工会

連合会、それから、農業法人経営者協会の傘下

企業を対象にやっておりまして、回答企業数

は640でございます。

今、委員のおっしゃられたとおり、かなり不
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足、やや不足ということでございますけれども、

特に不足感がないというところで、挙がってき

ている企業なんですが、私どもも詳しくまでは

分析をいたしておりませんけれども、数的に、

まず回答が少なかったもんですから、そういう

点では、少しバイアスがあるかないかちょっと

わからないんですけれども、若干そういうとこ

ろがあるのかなと思っているですが、実は、卸

売りさん、小売業さんでいきますと、回答は129

件ございました。実際、50件のところが特に不

足感がないということでですので、もしかする

と１人、２人でやっていらっしゃる、あるいは

夫婦でやっていらっしゃる、そういうところに

ついては、そういう回答があったものかなと。

それから、製造業につきましても、実は平均は70

なのですが、若干低いのでございますけれど

も、68％がかなり不足、やや不足なのですが、

実は31％につきましては、特に不足感はないと、

そういう回答をいただいたり、それから、これ

はもう仕方がないのかなと思いますが、電気、

ガス、それから水道業さんにつきましては、不

足感がないところも50、一方で、不足感がある

ところも50ということで、そういう点では、非

常にばらつきがあるなと、そういう認識をして

いるところでございます。

以上でございます。

○山下委員 僕は、この不足感がないというと

ころで、どういう企業体、雇用が100人、200人

とか300人とかある企業で、ここに不足感がない

というんであれば、福利厚生が充実しているの

か勤務体系はどうなのか、いわゆる365日、24時

間、工場も回さないといけないところがある。

そういうところの分析をしっかりとして、じゃ

あ不足がないところで、ある程度雇用を抱えて

いる企業だったら、どういう福利厚生であるの

か、そこまで詳しく調べていただいて、モデル

としてこういうところもあるよねと。例えば、50

人の企業体でも、不足がないということであれ

ばどういう企業体なのか、どういう福利厚生で

あるのか。部長が言われたように、内部留保で、

やっぱり労働者に返っていないということであ

れば、ここにはやっぱり問題意識を持って、実

際の数字と、皆さんが入り込んでいろいろ聞き

取りをしないと、足らないというだけで物事を

決めていくというのはどうかなと思うんです。

そこ辺も積極的にやっぱり進めていかないとい

けないのかなと思います。

○木原雇用労働政策課長 今、山下委員のおっ

しゃられたとおりだと思っておりますが、先ほ

ど、給与だけではなくて、まず働きやすい職場、

そして、女性の働きやすい職場、それから、委

員が冒頭でおっしゃられました、医師、介護士、

看護師について、そういうふうになってきたと

いうところを含めてですけれども、今、雇用労

働政策課のほうで、平成18年度からでございま

すけれども、仕事と家庭の両立応援宣言という

ことで、既に５月１日現在で1,059社に宣言をし

ていただいているところなんですけれども、こ

れは、事業主あるいは経営者の方に宣言をして

いただくということで、意識を変えるという視

点で取り組んでいる事業でございますけれども、

例えば、残業時間を減らしていくとか、そうい

ういろんな取り組みをすることによって、給与

ももちろん大事なんですけれども、給与以外の

視点についても、今の若者は、特に視点を持っ

ていますので、そういうことについても意識を

変えるということで取り組んでいるところでご

ざいます。

それから、昨年度、働きやすい職場づくり、

ひなたの極という知事が認証する制度をつくり
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まして、これは認証でございますので、実際、

企業のほうからエントリーがございました場合

については、県のほうが行って調査するんです

けれども、中身についてはどんなものかといい

ますと、今の若者が特に欲しているものが、先

ほどおっしゃられたように、休みとかでござい

ますので、まずは８項目として、そういう時間

外労働、それから、休日がどれだけとりやすい

のか、そういう視点で８項目、それから、育児

休業、介護休業、これについては、制度だけを

設けるのではなくて、過去にきちんととった実

績があるのか、それから、ハラスメント関係で

６項目、全部を23項目ほど設定いたしまして、

トータルとしまして23項目のうちの85％ぐらい

をクリアしていると、知事からきちんと認定証

を渡すと。それを自分の会社にきちんと掲げる

ことも大事ですけれども、県もそれをＰＲしま

すし、私どものほうは、就職説明会を県外ある

いは県内、いろんな機会をとらまえてやってお

りますので、そのときにもきちんとＰＲをして

いくということ、それから、それにつきまして

は、高校生を対象にしております就職フェア、

あるいは就職ガイダンスのときでもきちんと広

めていきますので、そういうことを使って、土

日については、あるいは休みがあるとか、時間

が短いとか、そういうことでございます。

私が知っている範囲では、委員がおっしゃら

れましたように、介護現場、24時間、そして、

月月火水木金金でやらなければならないような

ところにつきましては、どうしても変則勤務に

なり、土日というのがなかなか休めないと。で

も、今の子供たちというのは、土日がないとど

うしようもないと。そういうことで、施設長さ

んが、必ず希望する土日に休みを１カ月に１回

は与えると。そのためには、きちんと、直接介

護職員のほうから出してもらって、このときは

休みにするよということをやって、従業員の方

の期待にできるだけ応えると。そういうことを

やって、給与だけではなくて、休み、あるいは

働く環境、そして、モチベーション、そういう

ものについても取り組んでおります。

それから、確かに、以前のようにというか、

昔のように……。よろしいですか。

○山下委員 もうそういう各分野については、

一つずつ私たち申し上げようとは思わないんで

すが、ただ、せっかく特別委員会をつくったわ

けですから、じゃあ宮崎県の産業をこれ以上停

滞させない、さらに上を目指していくためには、

もう先ほども出ましたけれども、外国人の労働

力頼りももう限度があろうと思うんです。だか

ら、僕はやっぱり、若者が定着しない、若者が

嫌うところ、24時間、例えば、365日稼働しない

といけないところとか、重い物を持つとか、やっ

ぱりそういう嫌うようなところを、いかにロボッ

ト化していくかなんです。だから、そのために

やっぱり企業といろいろリンクして、こういう

事業にロボット入れたらいいよねと。そのため

には、こういう事業があるよとか、そこまでやっ

ぱり考えていかないと、ただ、その人を確保す

ることだけでは、もう限度があろうと思います。

だから、やっぱり企業との連携をうまくとっ

て、ロボットを導入とか、それで企業を回して

いくようにどんどん改善していかないと、人材

だけの確保ではもう産業は成り立たないと思う

んですけれども、どうぞよろしくお願いいたし

ます。

○米良産業政策課長 今、雇用労働政策課のほ

うからのお話がございましたけれども、私ども

のほうでも、今年度、緊急対策事業の中で、学

生等に対する調査というものも予定をしており
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ますし、それに加えまして、その中で県内の企

業に対するそういった労働不足の実態でありま

すとか、業績への影響ですとか、そういったと

ころの調査というところもあわせて行いたいと

思っておりますので、また、そういった結果も

踏まえまして、商工観光労働部とも連携をしな

がら取り組んでまいりたいというふうに思って

おります。

○前屋敷委員 約７割の県内の企業で人手不足

といいますか、労働者不足ということが言われ

ているという御説明だったんですけれども、やっ

ぱりここは、その中身の分析、もう既にされて

おられる、御説明なども今聞かせていただいた

んですが、やはり、どういう企業でどういう形

で人材不足なのかというデータといいますか、

中身について分析というのが非常に大事だなと

いうふうに思っています。

今、労働条件の問題も出ました。給与の問題

も出ました。もうそれぞれそれは大きな原因だ

というふうに思います。

特に給与の面でいうと、全国で43位という給

与は、やっぱり非常に低い、最低賃金も全国最

低というクラスで、もう一歩も脱しないという

のがここずっと続いているわけで、やはり最低

賃金が最低ということは、結局給与にも結びつ

いていくので、初任給のみならず、一旦職場を

やめて再就職される方とか、そういう方々につ

いては、賃金が低いというのは、時間もそうで

すけれども、やはりなかなか働き続けられない

という条件にもなってくるというふうに思うん

です。

やはり、最低賃金を引き上げるのは、企業だ

けにその責任を負わせるということは、もうそ

れはなかなか、特に宮崎は、中小企業が大勢を

占めている中では大変困難だろうと思います。

これは、行政、国も含めて、そういうかかわり

を持つというか、そういう政策を持つことが非

常に大事なので、そこのところは、県の責任、

役割、それから、国に対しても、そういう要望

も上げていくという点で、やはり、全体の給与

の底上げを図っていくにはどうするかというと

ころも、政策的には必要なことだなというふう

に思うんです。

ですから、やはり、人手不足の解消、そして、

宮崎で働く魅力も含めて、どう人材確保し、宮

崎で働き、暮らしてもらえるかという政策、非

常に大変だと思うんですけれども、そういうや

はり細かな分析に基づいた上で、いろんな施策

も、今後の取り組みを提案もされましたけれど

も、やはりそれの根拠となるデータというのを

しっかりつかんでいくことが必要だなと思いま

すので、そこのあたりの取り組みで我々にもぜ

ひ示していただきたいと、これは要望も含めて

お願いしたいというふうに思います。

○米良産業政策課長 委員おっしゃるとおりだ

と思います。ただ、単純に給料を上げるとか、

そういったところがなかなかまだ現状では各産

業界厳しいような状況がございますので、さま

ざまな対策をとりながら、そういったところの

ベースアップも図りながら、いろんなお声を聞

く場というのもございますので、我々もいろん

なところで、民間の方々とのそういったお話も

聞いているところでございます。そういった声

も踏まえながら、また、先ほど申し上げました

調査等も行いながら、施策にどういうふうに反

映していくかというところも、また検討してい

きたいというふうに思っております。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 詳し

いデータまでは私ちょっとつかんでいるわけで

はないのですが、労働力の不足感のところでい
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いますと、例えば、採用の時点で、大きな企業、

特に都会の企業というのはもう早く内定を出し

ているもんですから、県内の企業が採用活動に

入ったときには、ほぼ決まっているというふう

な状態が今かなりあるようでして、そういった

ところは、工夫によって変わっていける状況、

少し変えていける余地があるんではないかとい

うふうに思っております。

それから、賃金の問題についてですけれども、

統計で見ていくと、やはり人手不足感が少し出

てきているというふうな状況、それから、企業

の内部留保が少し高くなっているので、そのと

ころでの余力というか、少しあるのではないか

という状況を含めまして、だんだん賃金そのも

のも名目上でありますけれども、上昇を始めて

いる状況がございます。企業側としても、少し

そういったところでの意識の変わりが出てきて

いるのではないかと思いますので、その中で、

やっぱり企業側もしっかり対応を考えていただ

く、それから、そこにどうつなげていくかとい

う、学校とか就職を希望している若い人たちに、

どうアプローチしていくかというふうなところ

をトータルで考えていく必要があると思ってお

りますので、そういうふうなところで取り組ん

でいきたいというふうに思っております。

○田口委員 きのうだったですか、ＮＨＫのニュ

ース見ていましたら、これまでのシルバー人材

センターに求めるものと実態が違ってきたと、

今まではちょっとした草刈りにいったりとか、

そういったことが中心だったものが、最近は、

まさに人材として要望されるようになってきた

と。ですから、今までのお年寄りの持っていた

仕事と中身が違ってきているというのが出てき

たんですが、県内には少しはそんな動きみたい

なものがもう出てきているのでしょうか。

○日隈総合政策部長 私も見ていました。年齢

ごとの人口を見ますと、実は宮崎県、高齢者の

労働人口の年齢層、高いところは60を超えて、70

～80代も含めて、ここのところずっとふえてき

ていました。全国より恐らくかなり多かったん

じゃないかと思います。

ところが、団塊の世代を中心に、現在70です。

これから75、80となっていくと、かなり労働と

いうのは厳しくなってまいりますので、高齢者

の労働力については、これからかなり宮崎の場

合は厳しくなっていくと思います。そういう意

味では、もっともっと厳しくなっていくのかな

と、全体の労働力ということで考えると厳しく

なっていくと思います。

先ほど田口委員からありましたように、ロボッ

トあるいはＡＩ化、そして、外国人労働者、大

きな課題だと思いますが、ただ一方、冒頭あっ

たとおり、まず県内の若者がこれだけ出ていっ

ているという現状も、やっぱり課題として克服

していかなくてはならないのかなというふうに

考えています。

人材不足の観点では、先ほどの調査では、商

工と農業法人関係ということがあったんですけ

れども、これが、医療、福祉、介護系になりま

すともっともっと不足ということで、こんなに

不足感はないというところはないような状況の

数字が出てくると思います。特に県内の場合は、

例えば、看護学校、私はずっと言っているんで

すけれども、ウルスラ学園だ、都城東高校、小

林の看護学校、古賀総合の看護学校、次々出て

きています。子供たちの人口はどんどん減って

いっているのに、看護学校はこれだけできてい

る。だけれども、県内の定着率は低いという、

そんな課題もあります。

また、介護関係は、前の担当課長が、今、雇
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用労働政策課長ですけれども、介護職員の給与

加算もなかなかとってくれないというのが行政

的に指導してきています。これからももっと指

導していきたいと思っておりますけれども、産

業別、業種別、細かく私たちのほうも分析して、

それぞれ各部局対応になると思いますけれども、

そこのところは細かく見ながら、しっかり環境

改善と、それと魅力、これはキャリア教育になっ

ていくと思いますけれども、子供たちにも働く

ことのすばらしさ、特に宮崎でやっていくとい

うことのすばらしさも、教育を重視して、そこ

らあたりにも力を入れていく必要があるのかな

というふうに考えています。

○日高副委員長 2030年以前に宮崎県の人口

が100万人を切るという危機的な状況というのが

まずあって、その間に、これからそこに行くま

でに、確実に働き方が、かなり宮崎県の場合で

も、日本国全体でも変わってきて、例えば、第

４次産業革命も起こるだろうと、オリンピック

を一つの契機として、こういったことを念頭に

置きながら、雇用人材等の取り組みを進めてい

かないといかんと思っているんです。

その中で、例えば、いろいろ就職するための

コーディネーターとか、教育委員会、商工観光

労働部もあります。本当に学校との連携という

のは、特に私は重要なところだと思うんです。

だから今、資格社会になってきていて、やは

り、高校生の段階で、例えば資格をとらせる学

科だけれども、とらせる取り組みというのは、

これはインセンティブも上がるし、本当にマッ

チングしているなと感じるんです。ただ、キャ

リア教育を漠然としても、じゃあどこに就職す

るんだって、全く違うところに就職する。そこ

ら辺をやっぱり聞き取り調査というのをきちん

とお互いにしながら、より専門学校的なところ

も、やはりそういった資格の取得というのを県

が支援するとか、そういったことも前向きなや

り方ではないのかなというふうに、提案みたい

な言い方なんですけれども、その辺どう考えて

いるのかだけちょっとお伺いできればと思いま

す。

○川越高校教育課長 高校の就職コーディネー

ターにつきましては、本年度、工業高校を中心

に就職コーディネーターを配置することにして

おります。工業高校の生徒は比較的県外への就

職が多いわけですが、工業高校において、特に

製造業の業種の中身を高校生につなげていくと

いうことをより強化しまして、やはり高校生が

自分の専門に合ったところの就職につなげられ

るような取り組みを現在進めているところであ

ります。

また、インターンシップにおきましても、今、

委員の御指摘のありましたように、漠然と企業

の体験をするのではなく、例えば、高校生が積

んだその専門的な分野に関する企業とか、そう

いった分野に関してのインターンシップという

ことを踏まえまして、高校生たちが自分の技術

が生かせる、学んだことが生かせるというとこ

ろ、そういった会社はどのようなところがある

か、またそういうような情報を伝えていくとい

う取り組みを現在取り組んでいるところであり

ます。

○日高副委員長 この工業系だけですけれども、

普通科高校とかいろいろ私学も特にあるわけで

すから、そこら辺も踏み込んでもらわないとい

かんし、資格とか、そういった形でとれること

も、学科だけでもそういったいろんな資格がいっ

ぱいあります。それぞれこういった建設業に行

きたければ、施工管理技士２級をとれば、入っ

てすぐ３年以内に１級はとれるわけですから、
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これはかなり上がります。その辺ができるかで

きないのかどうなのか、その辺のことを聞きま

す。

○川越高校教育課長 高校でとりました資格に

つきまして、それがどのような形でその企業内

で生かせるかということも、また、先ほど言い

ました、就職コーディネーター等が、現在企業

に実際に足を運んでおりますので、その企業に

よって、一律ではございませんので、それぞれ

の企業がどのような形でそういった待遇とか、

そういったことを採用できるか、あるいはどの

ような形で反映がされるかという、また、そう

いう情報をきちっと高校生に伝えていくという

ことは可能であると考えております。

○日高副委員長 こういう状況ですから、そこ

をやってほしいんです。今、教育委員会側と商

工観光労働部側それぞれあるけれども、そこを

つなげるような支援員とかコーディネーターが

現在いないですよね。つながっていない状況で

すから、やろうと思っても不可能なんです。そ

こはちゃんとぴしっとして、そういったのをマッ

チングしていかないと、多分高校側と商工側の

本来のマッチングというのはもう不可能だと、

私は考えていますので、前向きにちょっと考え

てもらいたいと思います。

○岩切委員長 そろそろ最後ということで、最

後に１問だけ、資料の２ページの（２）の①の

ウ、若者の県外流出要因等の調査、分析、アン

ケートをされるということで、今年度の取り組

みなんですけれども、県外に行っている大学生

というイメージでよろしいかという点と、県外

で就職した若者に対してどう把握して、どれく

らいの量のアンケート調査をするか、その事実

だけちょっと教えてください。

○米良産業政策課長 今現在準備を進めている

ところでございます。対象といたしましては、

県内外の大学生等ということで考えております。

ちょっと規模的なところも今調整をしていると

ころですが、全体で1,000人程度かなというふう

に思っておりますが、いずれにしましても、県

内の大学生、それから、県外の大学生について

調査をしたいと思っております。

それから、県外の大学生につきましては、な

かなかこれも把握をしていくというところも大

変なところではあるんですけれども、まずは連

携協定を締結している大学等もございます。本

県からたくさん進学をしているという大学等も

ございますので、そういったところから、対象

者の絞り出しというところも詰めていきたいと

いうふうに思っております。

○岩切委員長 県外に就職した若者というのは、

どういうふうにしていかれますか。

○米良産業政策課長 県外に就職をした若者、

現段階でどういったふうにというところまでま

だ決め切れていない部分でありますが、各世代

ごとに人数を出しまして、これは、委託をして

実施することになりますけれども、また、委託

先等、そういったところも含めて協議をしなが

ら進めていくことになろうかと思っております。

○岩切委員長 ありがとうございました。

では、時間もあるんですか、よろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 では、以上で終わりたいと思い

ます。執行部の皆さんは、御退席いただいて結

構です。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前11時18分休憩

午前11時20分再開
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○岩切委員長 委員会を再開いたします。

まず、先日開催された委員長会議の結果とい

うのを御報告する必要があるんですけれども、

これについては、それぞれ資料の配付が常任委

員会でもなされたと承知をしておりますので、

今回省略させていただきたいと思いますが、御

協力をよろしくお願いいたします。

協議事項のほうに移ります。５の（１）とい

うことで、委員会の調査事項についてでありま

す。お手元の配付の資料１をごらんください。

当委員会の設置目的につきましては、雇用人財

の育成・確保対策に関する所要の調査活動を行

うことを目的とするということで、さきの臨時

議会で議決されたところでございますけれども、

２の調査事項は、本日の初の委員会で正式に決

定することになっております。この資料に記載

の調査事項は、特別委員会の設置を検討する際

に、各会派から提案されました調査事項を整理

し、参考として記載しております。調査事項は、

今後１年間の活動方針を決める重要な事項でご

ざいます。特別委員会の調査活動は実質６回程

度しかございません。有効な提言を行うために

も、少し時間をとって御議論いただきたいと思

います。調査事項につきまして、委員の皆様か

ら御意見がありましたらお願いいたします。

暫時休憩いたします。

午前11時22分休憩

午前11時29分再開

○岩切委員長 では、委員会を再開をいたしま

す。

たくさん意見をいただきましたが、まず、調

査事項ということで、ぽんぽんと定める部分に

ついては、（１）が若者の県内定着に関すること、

この若者という部分はこれでいい。各産業の人

財育成の状況に関することと表記されている部

分は、各産業の人財育成・確保に関することと

いうことで、その建設業の問題や就職コーディ

ネーターの問題など、３のほうに含まれていく

と思うんですけれども、活動の中で盛り込んで

いくというような流れで、この（１）、（２）の

２つの柱だということで調査事項は今回定めて

いくことで、また、調整していきたいと思いま

すが、そういう方向で御一任いただけますでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 しっかりと検討させていただき

たいと思います。

次に、活動方針（案）です。県当局及び関係

機関からの意見聴取等々３つございます。調査

までは当然ですが、国、関係機関への陳情並び

に要望というところまでございますが、これに

ついては、資料２のほうに、おおむねの日程（案）

も含めて書いてあります。そこ辺まで見ながら

御意見を賜りたいというふうに思うんですけれ

ども、いかがでございましょうか。

暫時休憩いたします。

午前11時30分休憩

午前11時31分再開

○岩切委員長 では、再開をさせていただきま

す。

御意見は、またしっかりと伺いながら定めて

いきますけれども、おおむね御提案させていた

だいている活動方針（案）に沿って、副委員長

とまとめて、また提起したいと思いますが、ほ

ぼこれでということで進めさせていただきたい

と思います。

また、調査活動計画については、当面は、６

月定例会中の委員会というのが定められており
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ますし、閉会中審査もおおむね日程の確保がな

されているようです。また、県内調査、県外調

査等も皆様の日程をいただくために予定をされ

ているところでございます。そういうようなこ

とで、活動方針なり調査活動計画については、

御理解を賜りたいと存じます。よろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 では、続いて、協議事項の（３）

で、県内調査についてであります。再び資料２

をごらんください。７月26日、27日に県南、８

月の８日から９日にかけて県北調査ということ

でございます。いろいろこういったところから

意見を聞こうじゃないかという意見ありました

けれども、調査先について何か御意見がござい

ましたらお願いいたします。

〔「委員長に一任」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 ありがとうございます。今御一

任という意見もいただきました。具体的な調査

先、今先ほどの意見、具体的にはあそこに行っ

てみたいんだがということがあったら、私なり、

副委員長のほうにも御助言をいただければあり

がたいと思いますが、とりあえずは、２人でしっ

かり検討してまいりたいと思います。御一任い

ただけますでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 ありがとうございます。

（４）の次回委員会についてであります。活

動の目標等は確認されましたが、きょうは、総

合政策部の産業政策課を中心に雇用労働政策課、

教育委員会、みやざき文化振興課長も私学を管

轄する立場でお越しでした。

次の定例会中の委員会において、こういうよ

うな部署から説明を聞こうじゃないかと、こう

いう意見がございましたらお聞かせをいただき

たいと思います。

○横田委員 人財育成・確保というのは、産業

を所管するところに来てもらって、その原因と

か対策とか、そういうものをやる。

○日高副委員長 絞った方がいいと思うんです

が。

○岩切委員長 では、建設業という具体的な人

手不足感の強い産業のこともありましたので、

きょうの議論を踏まえて、所管する課なり部な

りに来ていただいて、委員会を行っていくとい

うことで進めたいと思いますので、そういうこ

とでよろしいでしょうか。

○前屋敷委員 介護職あたりのところも。

○岩切委員長 わかりました。１日のスケジュ

ールでどれくらいの部署にお願いできるかわか

りませんが、しっかりと踏まえて、まずは執行

部からも御説明をいただいて、また、私どもも

現場に行くという展開でいきたいと思います。

最後になりますが、その他は、皆様のほうか

ら何かございますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○岩切委員長 では、次回の委員会は、６月定

例会中の６月22日金曜日午前10時からを予定し

ておりますので、よろしくお願いいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。ありがとうございました。

午前11時35分閉会


